
平成２７年度 第２回山梨県障害者施策推進協議会 会議録要旨 
 
１ 日 時  平成２８年２月２日（火）午前１０時３０分～午後１２時１０分 
 
２ 場 所  山梨県立図書館 多目的ホール 
 
３ 出席者    
  （委員） 
    倉嶋清次、小林千尋、柳田正明、竹内正直、志村隆司、有田明美、望月雄三、 
    佐久間史郎、小澤秋恵、浅川よし子 
 

（県側等） 
  福祉保健次長、障害福祉課長、障害福祉課総括課長補佐、教育庁総務課、警察本

部警務課 
 
（事務局）障害福祉課 

企画推進担当（５人）、自立支援担当（１人）、地域生活支援担当（１人）、 
心の健康担当（１人） 

 
４ 傍聴者等の数  １人 
 
５ 会議次第 
 （１）開会 
（２）福祉保健部次長あいさつ 
（３）会長あいさつ 
（４）議事 

・山梨県障害者幸住条例改正に伴う「やまなし障害者プラン２０１５」の見直しに

ついて 
（５）報告 

・障害者差別解消法に基づく山梨県職員対応要領について 
（６）その他 

 
６ 会議に付した議題 

・山梨県障害者幸住条例改正に伴う「やまなし障害者プラン２０１５」の見直しに

ついて 
 
７ 議事の概要 
 （１）議題「山梨県障害者幸住条例改正に伴う「やまなし障害者プラン２０１５」の見

直しについて」 
資料により、事務局から説明した後、次のとおり意見交換を行った。 



 
（議長） 
  ただいま、事務局より条例改正に伴うプランの見直しについて説明がありましたが、

追加される施策、数値目標について、何かご意見はありますか。 
 
（委員） 
  幸住条例が改正されたということで、数値目標で「子どもの頃からの障害の特性や

障害者への配慮方法の学習」が追加され、これは重要でいいのですが、この数値目標

が具体的にはＤＶＤを作るということで、障害者疑似体験ということで車いすやシニ

ア体験がありますが、あれだけをやったのだけでは差別の助長でしかならないです。

つらいこと、たいへんなことを学ぶだけで終わる。それを超えたような福祉教育をど

こまでしていくのか検討されるのか気になっています。ましてやＤＶＤということで

一定の枠組みを提示してしまうことが気になります。 
  
  次は職員対応の話で、障害者差別解消法自体も作りましたけれども、まだ合理的配

慮の内容で対処できるかなと、これから検討をさらに重ねていく必要があると思いま

す。 
  そこを象徴するのは不当な取扱いという国の法律の解釈、取扱いといった文言につ

いて、差別解消法という法律があると言えども、もっと検討していく必要があると思

います。法律があって行政があるのですが、行政はそれを超えるような、特に国の法

律については飛び越えたような議論をと思っています。 
 
  ３点目は、せっかく作ったのですから、支援員の方々の設置の数値目標も必要にな

るのかなと思います。 
 
 （議長） 
   事務局はどうですか。 
 
 （事務局） 
  ありがとうございます。まず教育の分野ですが、障害に対する理解を深める活動に

ついてですが、その方法論はプランの中にも既に「福祉教育の推進」のところで、体

験的活動や障害がある人との交流活動等や先ほどの車いす体験等、いろんな障害に対

する理解を深める方法はいろいろあると思います。山梨県教育委員会では昔から福祉

教育の推進の中で福祉講話という、障害がある方を招いて講話をしていただくという

ことなどしていまして、様々な方法で取り組んでいます。 
  教育委員会でも普通の学校の中に特別支援学級が置かれていて、障害がある子ども

達に対する理解が重要だ、大切だという認識もあるようです。そうした様々な障害に

ついて、その特性を分かりやすく紹介をして、そうした子ども達への配慮の方法など

についてＤＶＤ化して、提供して、できるだけ多くの学校に使っていただきたい。実

際現場では学校長の判断となるのですが、教育委員会ではＤＶＤの活用ついて積極的



にしていただくこととしています。 
   

委員の２つ目、３つ目のご確認につきまして説明します。２つ目の言葉づかいにつ

いて、昨年委員には条例改正委員会でも委員になっていただきまして、言葉づかい等

についてご助言をいただいています。その中で不当な差別、取扱い。取扱いというと

一般的に物と近いようなイメージを持たれるということは従前からあったことでござ

います。障害の害の字も、もしかしたら漢字の害でいいのかということも耳に入って

いるかもしれません。これにつきましては、国でもいろいろと研究をしているようで

す。県も今回、こういったところで対応できなかったのですが、先ほど、私からの説

明で、本県の条例はたいへん珍しい、３年後の見直しと話しました。法令担当と協議

する際に、これを入れることに苦労しましたと話しました。これを入れましたのは、

委員からも話がありましたように、時代によって言葉使いや言葉の意味が変わって参

ります。そうしたことをとらえまして要所要所で見直していこう。言葉づかいにつき

ましても、３年を目処に見直していこうと、少し長いスパンかもしれませんが、見直

していこうかと考えております。 
３つ目の相談員の人数についてですが、地域相談員については市町村に今からご協

力いただきまして、その地域で障害者差別解消に係る相談員にふさわしい方を任命し

ていただきまして、そういった方々にご協力いただきたいと考えております。市町村

担当者には説明してあるのですが、どのくらいの人数がこの市町村にはいるのか、市

町村と連携を取りまして、なるべく多くの方になってもらいたいのですが、そういう

ことを市町村と探り合って、検討を進めて行きたいと思います。 
 
 （議長） 
   よろしいでしょうか。 
 
 （委員） 
   はい。 
 
（議長） 
  他にございますか。 

本日、残念なことは、視覚障害者、聴覚障害者、肢体障害者の３名の障害当事者の

委員が体調不良で欠席していますので、直にお話を伺えないので、できれば後日事務

局で話をお聞き取りいただいて、しっかりしたものにしたいと思います。 
  他にご意見はありますでしょうか。 

 
（委員） 
  今回初めて、この会合に参加しました。資料も初めて見て、たいへん興味深く見ま

した。 
  今回は改正ということですが、全体をぱっと見た感想をお話しします。 
  実は私も内臓系の障害を、私の女房は肢体不自由の障害をもっています。女房の外



出には大変苦労しています。 
普段、こういうのを見てつくづく思うのは、戦略的に考えられているかということ

です。戦略的の逆は私は総花的ではないかと思っています。 
総花的であっても、しっかりここが肝というところは押さえていただきたい。そん

な感じを持っております。 
  特に数値目標ですが、最近、何のプランを作成するにしても、数値目標が当たりま

えのようになっています。この数値目標こそ戦略的な、しっかりたてないといけない

というように思います。 
  私も職員に言いましたが、自分でやりやすそうな数値目標を立てて、それでできま

したというのはつもりだろうと。 
  是非、数値目標についてはしっかりしたものにしてほしいです。 
   
  うちの女房と街に出ますとバリアフリー化が一番気になります。私にはノンステッ

プバスもリフトタクシーもいいですが、膨大な公共施設、商業施設を全部把握するわ

けにはいけませんが、大きな肝ということで考えていかなければいけないと思います。 
私の市役所はエレベーターも付いていないようなところもあるので、大々的なこと

は言えないのですが。 
  もう１つ、仕事について、障害を持った方が、ただ単に労働局からの数字で問題が

減ったということではなく、もっと公の世界で就業の場を通じてというような取り組

みをしていくのか。 
  障害を持った人も障害を持った人なりにしっかり自立できるように、そういう取り

組みを大事にしていきたい。 
  感想ですのでお答えはいりません。 
 
（議長） 
  ありがとうございました。 

先ほど、相談員の設置について数値目標を置くのはどうかという意見があったと思

うのですが、どうでしょうか。 
 
（事務局） 
  プラン３年間の１年目が終わろうとしていますが、次回にご意見を活かしていきた

いと考えております。  
  数値目標を立てるのはなかなか難しいことがありまして、２７市町村全部にまず置

きたいというのが我々の考え方にあります。実際にはどういう方々がふさわしいのか、

市町村の方々に推薦していただいてからというスキームになっていまして、１００と

か２００とか置きたいのですが、今回は見送らざるをえ得なかったというところです。 
 
（議長） 
  他にご意見はありますでしょうか。 
 



（委員） 
  １つは、こうした障害者の施策に関わることについては、当事者を必ず入れていた

だきたいです。これは権利条約が制定された時に当事者を加えるとされています。 
   
  もう１つは地域相談員の件ですが、できるだけ早く全ての市町村に設置していただ

きたい。私たち団体でもそのことをモットーに議論させていただいています。 
 
  数値目標というのは、いろいろな問題があり、難しい側面があると思うのですが、

それを１０％から２０％、３０％とするにはどうすればいいのか、というところをよ

く議論していかなければいけないところだと思います。 
  
  最後に就労の問題ですが、２％以上になった事業所を評価して、心のバリアフリー

事業所として、表彰、顕彰していくということですが、５０名以上のところで、でき

ているところと、できていないところ、それがすすんでいるところはどう言う点がよ

かったのか、すすんでいないところは何が原因なのか、そこのところを労働局等と協

力して、連携してやっていただきたいです。 
 
（議長）事務局から何かありますか。 
 
（事務局） 
  就労のことについて２月議会で同じような質問が出されようとしています。法定雇

用率を進めて行くにはモデル的な企業をどんどん外へ出して、こういう事例、こうい

うことをしているとＰＲが必要ではないかということを受けまして、やっていかなけ

ればならないと思っています。もうしばらくお待ちいただければと思います。 
  地域相談員につきましては、４月に向けて市町村担当者説明会を行いましたので、

まず推薦をいただいて第１次の地域相談員を全市町村に行き渡らせまして、その後ど

ういう風に、研修等を増やす中で相談員を増やししていけるか手段を考えていきたい

と思っています。 
  欠席された障害当事者の委員につきましては、別途説明させていただいて、意見を

伺いたいと思います。 
 
（議長） 
  ありがとうございました。他にありますか 
 
（委員） 

就労の成果を計る時に、何人就労したかという数値が行政的にも判断の材料になっ

てしまうのですが、これは大きな間違いを招くことになる。何人就職したかの背景に

は、何人辞めたか、あと就職率を上げるために辞めたり、また就職したりを繰り返さ

れる、翻弄されるご本人さんがいます。就労支援の質を問うような数値あり、ご本人

が満足しているかの数値を把握しないと本当の意味での就労支援にならないです。そ



ういう印象を受けました。 
 
（事務局） 
  就労定着の話ですが、これも議会から何回か質問が出されていまして、特に発達障

害をおもちの障害者の方を中心に１年持たないという話がたくさんあるとうかがって

おりまして、施策的には企業と障害者をつなぐジョブコーチという制度があるのです

が、ジョブコーチの資質をもう少しあげるといいますか、障害の特性に応じた支援を

できるような形で評価をしていくことを考えております。従いまして、委員もおっし

ゃるように数値目標に法定雇用率の達成もありますが、一方で何百人も辞めている実

体もありますので、その部分を次のプランには上げていくことも必要なことと思いま

す。肝に銘じて考えていきたいと思います。 
 
（議長） 
  他の委員はどうですか。 
 
（委員） 
  防災に関してですが、一般の地域での防災マップはあるのですが、障害者が災害の

時に具体的にどこに避難したら快く受け入れててもらえるのかという情報がほしいで

す。障害者向けの防災マップは具体的には県か各市町村であるのですか。時々アンケ

ートであなたは防災に対して、どういう計画を持ってますかというアンケートがくる

のですが、全く私は情報を持っていないので、自閉症や発達障害の子どもを持つ家庭

は一般の体育館には避難できる状況にないです。この地域では障害を持っている方は

この特別支援学校・支援学級に行けば、ある程度障害を理解された人がいて、受け入

れてもらえますよという情報をいただきたいです。 
 
（事務局） 
  災害対策基本法がありまして、災害時の要支援者、障害者、介護認定を受けている

高齢者等そういった方々の名簿の作成を市町村で必ずしなさいということになってい

まして、それを市町村で今作成が進められていまして、ほぼできているところもある

と思います。 
それを地域の民生委員や消防団に情報提供して災害発生に備えることが必要にな

ってくると思いますが、そうした地域の自主防災組織等に情報提供して、個別の避難

計画、どこへ避難すればいいのかというもの作りましょうということを進めていると

ころです。 
ただ、自主防災組織に名簿を渡すのは障害者の同意が必要です。名簿の作成は市町

村で、手帳取得者、要介護認定を把握しているので、名簿の作成はできますが、それ

を民生委員や消防団にお渡しするのは、ご本人の同意が必要になります。同意してい

ただければ、そうした人たちの個別の計画を作って、避難する時に普通の体育館では

無理な方のために福祉避難所の設置を進めています。県も協力して、市町村が確保す

るように努力していますので、災害対策基本法改正されて、その取り組みが本格的に



進められているところです。そんな方向で進められているということでご了解くださ

い。 
 
（議長）いろいろご意見がでましてありがとうございます。 
 
 
（委員） 
  福祉のまちづくりというところで説明があったのですが、特定施設というところで

いくつかお伺いします。そういうところでのバリアフリー化ということですが、どう

いうところに作成して、どういうふうに効力を持つのですか。どういうふうにそれぞ

れのところが受け止め、どういうような目標を立て、どういうような効力を持つので

すか。 
 ＤＶＤによる子ども達の教育というのがありましたが、特定施設の中に学校という

のが、例えば階段を障害をある子どもの車いすをみんなで持ち上げたというような、

よく背景が浮かぶのですが、特定施設の中に、例えば一般学校に支援学級があります

が、そういうのは入らないのかなというのが疑問です。 
 
（事務局） 
  福祉のまちづくりは、大勢のいろいろな人が使う建物はバリアフリーにしていくと

いうのが基本的な考えです。 
  １つは効力ですが、特定施設を新設、改築、増築、こういった時には条例上、こう

いったバリアフリーをしますと市町村に届け出る仕組みになっています。例えば建築

主が飲食店を新築しようとする場合はこういうバリアフリーの内容で建てますよと市

町村に出します。市町村の担当者は図面を見て、県の条例で定めたバリアフリーの基

準に適合していることを確認します。それをすることによって、この建物は確かに県

のバリアフリーの基準を満たしていますという適合証を渡すことで効力を出していま

す。   
  もう１つ、学校ですが、改正前の旧条例は学校や老人ホーム、病院等も特定施設に

入っていたのですが、学校や病院等につきましては、国の法律であるバリアフリー新

法に定まっていますので、病院や学校は新しく建てる時は法律で見るので、条例から

は除いています。 
  繰り返しですが、この条例の精神は大勢の方が使う建物は全てバリアフリーにする

という考えが根底にあります。 
病院や学校はバリアフリー新法、法定以外が条例という住み分けで考えていただけ

ればと思います。 
 
（議長） 
  いくつか意見が出ましたが、これを踏まえて、最終案としてさせていただきますが、

ご了承いただけますか。 
  ありがとうございます。以上で議事は終わりますが、今回参加されている皆様の自



己紹介がまだでしたので、各自お願いします。 
 

※委員、事務局が自己紹介をした。 
 
（議長） 

ありがとうございました。以上をもって議事を終了します。 
 

８ 報告の概要 
 （１）報告「障害者差別解消法に基づく山梨県職員対応要領について」 

資料により、事務局（知事部局、教育委員会、警察本部）から説明した後、次の

とおり意見交換を行った。 
 
（委員） 
  特段、意見はなく、確認したいのですが、要領の策定にあたり、協議会の意見を聴

かなければいけないというルールがあるのですか。 
 
（司会）   
  この協議会の意見を聴かなければならないというわけではなく、障害の当事者や関

係者の意見を聴くということになっていまして、この協議会には障害当事者や関係者

の委員の方がいらっしゃいますので、この場をお借りして、意見をお聞きしました。 
 
（委員） 

報告ということなので、聞き置くことだけでいいのかなと思ったのですが、意見を

聞くというならば議事に入れて、会長に意見集約をお願いすることが筋かなと思いま

した。老婆心ながら発言させていただきました。 
 
（司会） 
  その他いかがでしょうか。無いようならば報告を終わりとさせていただきます。  


